
 
 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19) に係る公務災害認定事例 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)に係る補償の請求の参考となるよう、地方

公務員災害補償基金（以下「基金」といいます。）において公務上の災害（以下

「公務災害」といいます。）と認定された事例の概要についてご紹介します。 

なお、公務災害の認定は、令和２年５月１日付け地基補第145号「新型コロナウイ

ルス感染症の公務災害認定における取扱いについて」（以下「通知」といいま

す。）で示した取扱いにより行っています。 

 

（事例１) 医師 

Ａ医師は、病院で外来診療や日直業務に当たっており、診療等の際にはマスクを

装着し、処置の度にアルコールによる手指消毒を行っていたが、日直業務終了後に

帰宅した際に体調不良を感じたため検温したところ発熱していた。数日間自宅待機

したが解熱しなかったため新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査を受けたと

ころ、陽性であり、「新型コロナウイルス感染症」と診断された。 

基金における調査の結果、Ａ医師は、通知記の２の(1)アにいう医療従事者等であ

り、公務外で感染したことが明らかではなかったことから、公務災害として認定さ

れた。 

 

（事例２）看護師 

Ｂ看護師は、新型コロナウイルスの感染者が療養している病棟において看護を行

っていたが、のどに痛みを感じたため自宅療養していた。その後、発熱したため、

新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査を受けたところ陰性であった。以降も

発熱が続き、呼吸状態も悪化したため、再度ＰＣＲ検査を受けたところ、陽性とな

り、「新型コロナ肺炎」と診断された。 

基金における調査の結果、Ｂ看護師は、通知記の２の(1)アにいう医療従事者等で

あり、公務外で感染したことが明らかではなかったことから、公務災害として認定

された。 

 

（事例３) 消防吏員 

Ｃ救急隊員は、救急出動で、傷病者の観察と処置を行い、病院に搬送した。この

時の傷病者の主訴は頭痛のみであったことから、サージカルマスク、手袋等の着衣

による通常の感染予防策で対応した。その後、当該傷病者が新型コロナウイルス感

染症の陽性者と判明したことから、自宅待機となり、発熱、頭痛及びのどの痛みが

出現したためＰＣＲ検査を受けたところ、陽性であり、「新型コロナウイルス感染

症」と診断された。 

基金における調査の結果、Ｃ救急隊員は、通知記の２の(1)アにいう医療従事者等

であり、公務外で感染したことが明らかではなかったことから、公務災害として認

定された。 


